消滅時効援用通知書
平成２５年　　月　　日
被通知人
東京都□□区□□町◆－◆－◆
株式会社●●●●
代表取締役  　　　　　　　殿

通知人

　○○県××町△－△－△

　甲野　一郎

本通知書作成代理人

　〒１６２－０８２２

　東京都新宿区下宮比町２－２８

　飯田橋ハイタウン１１０４

　行政書士事務所

　飯田橋総合法務オフィス

　ＴＥＬ:０３－５２０６－７７７３

行政書士　小竹　広光

冠省

　早速ですが、貴社に対し、行政書士法第１条の３第２号に基づき、書類作成代理人として下記の通り通告致します。

貴社は通知人に対し、貸金の請求をしておりますが、貴社より借り受けた金員は最終弁済期日より既に５年以上が経過しており、時効が完成しております。
契約番号：　　　　　　　　　　
生年月日：　　　　　　　　　　
　
つきましては、通知人は貴社に対し、本書面を以って消滅時効を援用させて頂きますので、今後一切、通知人への請求は行わないで下さい。
　万が一、電話やＦＡＸ・文書・訪問その他、方法の如何を問わず、取り立て行為が発覚した場合には、貸金業法第２１条、又は刑法第２４９条・同２５０条の違反行為として、刑事告訴などの然るべき法的手段をとる所存ですので、ご承知おき下さい。

　なお、もし貴社において時効中断処置を講じているとの主張をされるのであれば、その旨を証拠資料とともに、書面にてご回答頂けるよう、お願いします。

また、本書面受領後、遅滞なく、信用情報センターに対して、事故情報の抹消など適正な情報登録を行って下さい。

万が一、適切な措置を講じないがために経済的な不利益や損害を被った場合には、別途、損害賠償請求をする場合がありますので、ご注意下さい。
　もしも貴社が、法律上の利害関係が無い親族からの代位弁済などを受けていたような場合には、債務者の意思に反する弁済として、これを取り消し、別途、弁済者より不当利得返還請求を行う場合も御座いますし、貸金請求の訴訟や支払督促などの法的手続きを行われた場合には、別途、虚偽訴訟に対する損害賠償請求をするなどの然るべき法的手続きを行う所存ですので申し添えます。

草々
